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内部統制システムの整備に関する基本方針の一部改定について 

 

平成27年４月15日開催の当社取締役会において、平成27年５月１日付にて「内部統制システ

ムの整備に関する基本方針」を一部改定することを決議いたしましたので、下記のとおり改定後

の内容をお知らせいたします。（改定箇所は下線で示しております。） 

 

記 

 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 
(1) コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス基本方針を定める。 
(2) コンプライアンスマニュアルを定め、全グループ会社の役職員に配布して周知徹

底を図る。 
(3) グループ全体のコンプライアンス体制を統括する組織としてコンプライアンス委

員会を設置する。 
(4) コンプライアンス上問題がある事態を認知した場合は、直ちにコンプライアンス

委員会に報告するものとする。コンプライアンス委員会は、問題の性質に応じて
適宜担当部署に問題の調査・対応を委嘱するとともに、重要と判断した事例につ
いては社長に報告する。また、全社的な見地から対応を要する問題については、
速やかにコンプライアンス委員会は調査委員会を組織するなどして真相究明を行
うとともに再発防止策を含む対応についての提言を行う。またコンプライアンス
相談窓口を設置し、運営上の方針及び手続きと内部通報者の保護の方法について
内部通報者保護規程において定める。 

(5) 社長室は、職務分掌規程に定める業務区分に基づき内部監査を行い、内部監査結
果及び改善状況について社長に報告する。 

 
２．取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制 
(1) 取締役は、法令及び取締役会規程に基づき職務の執行の状況を取締役会に報告す

る。報告された内容については取締役会議事録に記載または記録し、法令に基づ
き保存するものとする。 

(2) 取締役の職務の執行に関する情報の保存及び管理に関する基本規程として、情報
セキュリティ管理規程及び重要情報管理規程を定める。 

(3) 重要情報に関しては、重要情報管理規程に基づき管理を行うとともにパスワード
を付してアクセスを制限する。 

 
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
(1) 内部統制規程に基づき、取締役会の決議によって内部統制プロジェクトを設置す

る。 
(2) 内部統制プロジェクトは、損失の危険の管理に関する事項を含む全グループ会社

における全社的な内部統制の整備及び運用状況の評価を行い、評価結果及び改善
状況を取締役会に報告する。 

会 社 名 株式会社サンセイランディック 

代 表 者 名 代表取締役社長 松﨑 隆司 

（コード番号：３２７７、東証第一部） 

問 合 せ 先 取締役管理本部長 永田 武司 

（ TEL. 03-3295-2200 ） 



                             
 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
(1) 取締役会規程に基づき定時取締役会を原則毎月1回開催し、必要ある場合には適宜

臨時取締役会を開催することとする。また、会議規程に基づき幹部会議を原則毎
月開催することとし、経営情報の共有と業務運営の効率化を図る。 

(2) 取締役を含む会社の業務執行全般の効率的な運営を目的として組織規程・職務分
掌規程・職務権限規程を定め、実態に応じて適宜改正を行う。 

 
５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
(1) 関係会社の業務の円滑化と管理の適正化を目的として関係会社管理規程を定める。

また、関係会社の取締役等は、関係会社の業務及び取締役等の職務の執行状況を
定期的に当社の取締役会に報告する。 

(2) コンプライアンス基本方針は全グループ会社に適用し、全グループ会社の法令順
守に関する体制はコンプライアンス委員会が統括する。 

(3) 関係会社の業務執行全般の効率的な運営を目的として組織規程・職務分掌規程・
職務権限規程を定め、実態に応じて適宜改正を行う。 

 
６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
(1) 監査役がその職務を補助すべき使用人（以下「監査役補助者」という。）を置く

ことを求めた場合においては、法令及び内部統制規程に基づき監査役または監査
役会は当該使用人に関する事項を定めるとともに当該使用人の取締役からの独立
性を確保する体制を整備するものとする。 

(2) 監査役補助者の選任及び異動については、あらかじめ監査役の承認を得なければ
ならない。 

(3) 監査役補助者の職務は監査役の補助専任とし、他の一切の職務の兼任を認めない
こととする。 

 
７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制 
(1) 当社の取締役及び使用人等並びに関係会社の取締役及び使用人等が当社の監査役

に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制については、監査
役または監査役会が法令及び内部統制規程に基づき整備するものとする。 

(2) 監査役は、取締役会規程に基づき取締役会に出席することを要する。 
(3) 監査役は、監査役監査規程に基づき、平素より当社の取締役及び使用人等並びに

関係会社の取締役及び使用人等との意思疎通を図り、情報の収集に努め、業務の
実態を把握するものとする。 

(4) 監査役に報告した者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな
いこととする。 

 
 ８．監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針 
    監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理等所要の費用の請求を受けたときは、
監査役の職務の執行に明らかに必要ないと認められる場合を除き、その費用を負
担する。 

 
９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
(1) 監査役監査の実効性を確保する体制については、監査役または監査役会が法令及

び内部統制規程に基づき整備するものとする。 
(2) 監査役は、監査役監査規程に基づき、内部監査部門と緊密な連係を保ち内部監査

の結果を活用するよう努めるほか、監査上の必要性に従い内部監査部門に報告を
求め、また特定事項の調査を依頼することができるものとする。 

 
10．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 



                             
(1) コンプライアンス基本方針及びコンプライアンスマニュアルにおいて、反社会的

勢力との一切の関係の遮断、不当要求の排除、取引の全面的禁止、影響力の利用
の禁止について定める。 

(2) 不動産取引に際しては必ず外部調査機関による取引先のスクリーニング(反社会

性チェック)を行い、疑わしい場合においては取引を行わないものとする。 

 

 

 

以 上 


